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平成26年5月1日現在の市内の学校数は、
幼稚園       187園、
小学校       268校、
中学校       126校、
高等学校      62校、
特別支援学校   9校、
専修学校     120校(前年度比2校増)、
各種学校      29校(同2校減)、
短期大学       7校、
大学          22校(同1校減)でした。
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[image: image6.emf]付表13  専修学校の課程別生徒数の推移

(人)

 生徒数

高等課程専門課程一般課程

平成21年度32,9144,05328,241620

　　2234,2014,25529,421525

　　2334,9394,37130,201367

　　2436,7234,66931,762292

　　2536,9254,62732,064234

　　2638,0355,47532,425135

年度

[image: image7.emf]付表12  特別支援学校の学級数及び在学者数の推移

学級数在学者数(人)

幼稚部小学部中学部高等部幼稚部小学部中学部高等部

平成21年度3637148911171,58130516341694

　　223607145811271,64029514312785

　　233688143831341,66530517324794

　　243769143871371,73436498343857

　　253759139941331,74734473364876

　　263778138961351,82337478379929

年度


各種学校数は過去最低を更新し、学校総数も1減となりました。

平成16年度と比較すると、小学校数は6校、大学数は3校、中学校は2校増加したのに対し、各種学校数は18校減少し、幼稚園数は11園、短期大学数は4校、高等学校及び専修学校数は1校減少しました。

　  　[付表1、図1]

[image: image8.emf]付表3  幼稚園の本務教員数及び学級数の推移

うち園児数(人)

女子教員(人)

平成21年度1,8711,75093.5%93.5%16.814.71,28124.522.8

　　221,8301,71093.4%93.4%17.114.51,26524.722.7

　　231,8591,73293.2%93.4%16.914.51,26524.822.6

　　241,8751,75193.4%93.3%16.914.51,26724.922.7

　　251,8801,75693.4%93.4%16.614.31,26324.722.6

　　261,8771,75593.5%93.3%16.514.01,25124.722.4

本務教員1人当たり

比率(全国値)(全国値)

年度学級数

1学級当たり園児数

(全国値)

本務教員数(人)


在学者数は、
幼稚園　　　 30,934人(前年度比0.7%減)、
小学校　　  112,849人(同0.2%減)、
中学校　     60,391人(同1.5%減)、
高等学校　   68,201人(同1.8%増)、
特別支援学校  1,823人(同4.4%増)、
専修学校     38,035人(同3.0%増)、
各種学校      8,635人(同2.8%減)、
短期大学      2,826人(同0.7%減)、

大学         98,803人(同2.8%増)でした。
[image: image9.emf]付表5  小学校の本務教員数及び学級数の推移

児童数(人)

(人)

平成21年度6,0703,87663.9%62.8%19.516.84,29727.625.4

　　226,0773,89364.1%62.8%19.216.74,25827.525.2

　　236,1153,93664.4%62.8%18.916.44,24227.224.9

　　246,1733,96364.2%62.7%18.416.24,22726.924.6

　　256,2193,97964.0%62.5%18.216.04,23326.724.4

　　266,2724,03564.3%62.4%18.015.84,24526.624.2

年度

本務教員数(人)

学級数

(全国値)

1学級当たり児童数

うち

女子教員

比率

本務教員1人当たり

(全国値)(全国値)


[image: image10.emf]付表6  理由別長期欠席児童数の推移(人)

計 不登校

比率(全国値)比率(全国値)

平成20年度1,1300.95%0.78%376- 3910.33%0.32%363

　　211,1380.96%0.74%382- 4640.39%0.32%292

　　221,1400.98%0.73%3703 4720.40%0.31%295

　　231,2101.05%0.79%395- 4680.41%0.33%347

　　241,1771.03%0.80%397 - 449 0.39%0.31%331 

　　251,200 1.06%0.83%349 - 527 0.47%0.36%324 

その他

経済的

理由

病気年度

[image: image11.emf]付表7  中学校の本務教員数及び学級数の推移

生徒数(人)

(人)

平成21年度3,6031,56243.4%41.7%17.014.41,87632.629.7

　　223,5691,53543.0%41.9%17.114.21,87632.529.4

　　233,5921,55743.3%42.1%17.214.11,90732.429.2

　　243,6311,59744.0%42.3%17.014.01,90532.329.0

　　253,6251,60144.2%42.5%16.913.91,90632.228.8

　　263,6421,62844.7%42.6%16.613.81,90131.828.5

うち

女子教員

(全国値)

年度

本務教員数(人)

(全国値)比率

本務教員1人当たり

学級数

1学級当たり生徒数

(全国値)


小学校の児童数は過去最低に、特別支援学校の在学者数及び大学の学生数(院生を含む。)は過去最高になりました。

平成16年度と比較すると、在学者が増加しているのは中学校、高等学校、特別支援学校及び大学で、他の学校は減少しています。減少率が特に高かったのは各種学校(44.7%減)と短期大学(27.4%減)でした。　　　
　　　　　　　　[付表2、図2] 

[image: image12.emf]付表8  理由別長期欠席生徒数の推移(人)

計 不登校

比率(全国値)比率(全国値)

平成20年度2,2903.77%3.78%44691,4602.40%2.89%375

　　212,1053.44%3.56%39541,4242.33%2.78%282

　　222,1233.49%3.36%34421,4282.34%2.62%349

　　232,1653.50%3.42%31771,4812.40%2.65%360

　　242,2343.63%3.42%342 2 1,5252.48%2.56%365 

　　252,209 3.60%3.55%340 51,574 2.57%2.69%290 

病気

経済的

理由

その他年度


(1)園数
幼稚園数は国立1園、公立23園、私立163園の合計187園で、前年度と同数でした。

(2)本務教員数

本務教員数は1,877人でした。
本務教員のうち、女子教員の占める比率は93.5%でした。

(3)園児数
園児数は30,934人(男子15,646人、女子15,288人)で、前年度より218人減少し(前年度比0.7%減)、2年連続の減少となりました。
年齢別にみると、

3歳児  10,172人(全園児数の32.9%)、

4歳児  10,255人(同33.2%)、

5歳児  10,507人(同34.0%)でした。
[image: image13.emf]付表10  高等学校の本務教員数の推移(人)

本務教員1人当たり

うち生徒数

女子教員

平成21年度3,9291,04326.5%28.9%16.714.0

　　223,9821,09127.4%29.4%16.714.1

　　233,9421,09427.8%29.8%16.814.1

　　243,9781,15329.0%30.3%16.814.1

　　253,9491,16529.5%30.7%17.014.1

　　264,0041,20230.0%31.0%17.014.2

年度

本務教員数

比率(全国値)(全国値)
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[image: image15.emf]付表1  各学校数の推移(園・校)

年度幼稚園小学校中学校高等
学校

特別支援

学校

専修
学校各種
学校短期
大学大学

平成16年度198262124639121471119

1719726212463912045820

1819526212463911843820

1919526312463911640821

2019226512463911637721

2119026612463911836722

2218826512463911734722

2318826512462911535722

2418826712562911632722

2518726812662911831723

2618726812662912029722

(25年度との差)-     -     -     -       -       2△ 2-       △ 1

(16年度との差)△ 1162△ 1-       △ 1△ 18△ 43

注）平成18年度以前の「特別支援学校」は「盲・聾・養護学校」の合計数である。


設置者別にみると、
国立     132人(全園児数の0.4%)、
公立   2,207人(同7.1%)、
私立  28,595人(同92.4%)でした。
本務教員1人当たり園児数は
16.5人(前年度比0.1人減)で、全国値は
14.0人となっています。

1学級当たりの園児数は
24.7人(前年度と同数)で、全国値は
22.4人となっています。
 [付表1・2・3、第1表]
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(1)学校数

学校数は、国立1校、公立264校、私立3校の合計268校で、前年度と同数でした。
(2)本務教員数

本務教員数は6,272人でした。
本務教員のうち、女子教員の占める比率は64.3%でした。

(3)児童数

児童数は112,849人(男子57,529人、女子55,320人)で、前年度より178人減少し(前年度比0.2%減)、6年連続減少しました。
学年別にみると、最も多いのが1年生で

19,311人(全児童数の17.1%)、

最も少ないのが3年生で

18,318人(同16.2%)でした。

設置者別にみると、
国立　     753人(全児童数の0.7%)、
公立   110,822人(同98.2%)、
私立     1,274人(同1.1%)でした。
[image: image17.emf]付表2  各学校の在学者数の推移(人)

年度幼稚園小学校中学校高等
学校

特別支援

学校

専修
学校各種
学校短期
大学大学

平成16年度34,322118,66159,42667,8381,33642,27315,6283,89281,269

1733,691119,32459,63166,6171,37140,64513,9503,52182,334

1832,908119,66559,82865,4751,41139,7629,6293,51482,626

1932,382119,18860,92364,6891,50137,7039,2273,44488,376

2032,043119,29760,80865,2381,53634,8608,8533,30388,889

2131,392118,47061,22465,5521,58132,9149,0143,20388,959

2231,222116,88960,91266,5421,64034,2019,0333,08489,154

2331,347115,40861,77466,3601,66534,9399,1702,96989,044

2431,597113,84661,59066,8661,73436,7238,5792,82595,328

2531,152113,02761,29367,0211,74736,9258,8812,84696,108

2630,934112,84960,39168,2011,82338,0358,6352,82698,803

(25年度との差)△ 218△ 178△ 9021,180761,110△ 246△ 202,695

(  〃  増減比)△ 0.7%△ 0.2%△ 1.5%1.8%4.4%3.0%△ 2.8%△ 0.7%2.8%

(16年度との差)△ 3,388△ 5,812965363487△ 4,238△ 6,993△ 1,06617,534

(  〃  増減比)△ 9.9%△ 4.9%1.6%0.5%36.5%△ 10.0%△ 44.7%△ 27.4%21.6%

注）平成18年度以前の「特別支援学校」は「盲・聾・養護学校」の合計数である。


[image: image18.emf]036912151821

昭和27

374757

平成4

1424

(万人) (年度)

各種学校小学校中学校高等学校専修学校幼稚園特別支援学校大学短期大学


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: image19.emf]付表14  短期大学の本務教員数の推移(人)

平成21年度16910159.8%49.4%

　　221649658.5%49.9%

　　231629860.5%50.4%

　　241559561.3%50.4%

　　2516010465.0%51.3%

　　2616410463.4%51.7%

年度

本務教員数

うち

女子教員

比率(全国値)


本務教員1人当たり児童数は
18.0人(前年度比0.2人減)で、全国値は
15.8人となっています。
1学級当たりの児童数は
26.6人(前年度比0.1人減)で、全国値は

24.2人となっています。
(4)長期欠席児童数
25年度中に小学校を30日以上欠席した長期欠席児童数は1,200人(前年度比23人増)で、児童総数に対する比率は1.06%(同0.03ポイント増)となっており、全国値より0.23ポイント高くなっています。
そのうち、不登校児童数は527人(前年度比78人増)で、児童総数に対する比率は0.47%(同0.08ポイント増)と前年度より増加しており、全国値より 0.11ポイント高くなっています。
　[付表1・2・5・6、第2・3表]
　　
[image: image20.emf]付表9 中学校卒業者の男女別産業別就職者数

(平成25年度)

総数男子女子総数男子女子

就職者総数1028121100.0%100.0%100.0%

第一次産業-    -   -   -    -    -    

第二次産業5151-   50.0%63.0%-    

第三次産業45242144.1%29.6%100.0%

その他66-   5.9%7.4%-    

内訳

就職者数(人)構成比


(1)学校数

学校数は、国立2校、公立111校、私立13校の合計126校で、前年度と同数でした。

(2)本務教員数

本務教員数は3,642人でした。
本務教員のうち、女子教員の占める比率は44.7%でした。
(3)生徒数

生徒数は60,391人(男子31,095人、女子29,296人)で、前年度より902人減少(前年度比1.5%減)しました。

設置者別にみると、
国立　　　742人(全生徒数の1.2%)、
公立   52,217人(同86.5%)、
私立    7,432人(同12.3%)でした。
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[image: image22.emf]付表11  高等学校の男女別学科別生徒数(平成26年度)(人)

 生徒数

普通科工業科商業科総合学科家庭科その他

68,20149,4118,3947,0501,7584441,144

男子32,78123,0297,6951,25056210235

女子35,42026,3826995,8001,196434909

総数



内訳


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[image: image23.emf]付表4  3～5歳児の推計人口、保育園児数及び幼稚園児数の推移

(カッコ内は推計人口に占める割合)(各年5月1日)(人)

平成21年度56,71621,069(37.1%)31,392(55.3%)52,461(92.5%)

　　2257,13621,160(37.0%)31,222(54.6%)52,382(91.7%)

　　2358,22021,629(37.2%)31,347(53.8%)52,976(91.0%)

　　2457,00222,428(39.3%)31,597(55.4%)54,025(94.8%)

　　2557,03523,045(40.4%)31,152(54.6%)54,197(95.0%)

　　2657,78423,755(41.1%)30,934(53.5%)54,689(94.6%)

注)幼児の年齢は4月1日現在の満年齢による。平成24年以前の推計人口は4月1日

　 現在。保育園児数は子ども青少年局保育企画室の資料から作成。

推計人口年度

保育園児数＋

幼稚園児数

幼稚園児数保育園児数


本務教員1人当たり生徒数は
16.6人(前年度比0.3人減)で、全国値は

13.8人となっています。
1学級当たりの生徒数は
31.8人(前年度比0.4人減)で、全国値は

28.5人となっています。

(4)長期欠席生徒数
25年度中に中学校を30日以上欠席した長期欠席生徒数は2,209人(前年度比25人減)で、生徒総数に対する比率は3.60%(同0.03ポイント減)となりましたが、全国値より0.05ポイント高くなっています。
そのうち、不登校生徒数は1,574人(前年度比49人増)で、同2.57%(同0.09ポイント増)と4年連続増加し過去最高となっていますが、全国値より0.12ポイント低くなっています。
 [付表1・2・7・8、第4・5表]
[image: image24.emf]付表15  短期大学の男女別関係学科別学生数(平成26年度)(人)

 学生数

家政教育保健

人文

科学

専攻科

・別科等

2,8261,37574633430863

男子33273-      -      3

女子2,7931,34874333430860

内訳



総数
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(1)卒業者数
平成26年3月の中学校卒業者は20,817人(男子10,565人、女子10,252人)でした。

(2)卒業者の状況 (注1) 
卒業者を状況別にみると、

進学者       20,431人(卒業者の98.1%)
就職者           99人(同 0.5%)
専修学校等入学者 34人(同 0.2%)
となり、進学者の割合(以下「進学率」という。)は過去最高の98.1%となりましたが、全国値98.4%より0.3ポイント低くなっています。
(3)進学状況 
進学率を男女別にみると、

[image: image26.emf]付表16  短期大学卒業者の状況別学生数(平成25年度)(人)

学生数

比率全国

1,222100.0%100.0%

進学者957.8%10.5%

就職者95578.2%75.2%

正規の職員等90774.2%65.9%

正規の職員等でない者483.9%9.3%

専修学校・外国の学校等入学者90.7%1.7%

一時的な仕事に就いた者373.0%3.0%

不詳・死亡60.5%0.3%

その他の者1209.8%9.2%

内訳

 総数

　　 男子　97.7%(前年度比0.1ポイント増)、

女子　98.6%(同0.2ポイント増)となり、

女子は過去最高となりましたが、男女とも全国値より低くなっています。

(4)就職状況(注2) 
　 就職者総数は102人(男子81人、女子21人)でした。
   産業別男女別にみると、

男子は第二次産業の割合が高く(63.0%)女子は全員第三次産業となっており、男女の就職先の特徴がみられます。
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 [付表9、図3・4・5、第6表]
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[image: image29.emf]付表17  大学の本務教員数及び学生数の推移(人)

学生数

平成21年度4,77773215.3%19.5%88,95977,17911,78038,71143.5%40.7%

　　224,83779416.4%20.1%89,15477,25411,90038,93543.7%41.1%

　　234,94682616.7%20.6%89,04477,47511,56939,70044.6%41.5%

　　245,01587117.4%21.2%95,32884,17011,15842,68844.8%41.9%

　　255,14491617.8%21.8%96,10885,24610,86243,37545.1%42.4%

　　265,24097318.6%22.5%98,80388,14910,65444,12644.7%42.7%

(全国値)
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[image: image31.emf]付表18  大学卒業者の状況別学生数(平成25年度)(人)

学部修士課程博士課程

比率比率比率

17,789100.0%3,077100.0%709100.0%

進学者2,44813.8%34311.1%30.4%

就職者13,10573.7%2,32875.7%46665.7%

正規の職員等12,67071.2%2,28174.1%35049.4%

正規の職員等でない者4352.4%471.5%11616.4%

専修学校・外国の学校等入学者1680.9%60.2%20.3%

一時的な仕事に就いた者3952.2%321.0%436.1%

不詳・死亡2111.2%130.4%182.5%

その他の者1,4628.2%35511.5%17725.0%

内訳

 総数




 
 (1)学校数

学校数は、国立1校、公立34校、私立27校の合計62校で、前年度と同数でした。
(2)本務教員数
本務教員数は4,004人でした。
本務教員のうち、女子教員の占める比率は30.0%でした。






(1)卒業者数
平成26年3月の高等学校卒業者は20,951人(男子10,034人、女子10,917人)でした。

(2)卒業者の状況 (注1) 
卒業者を状況別にみると、

進学者   　12,627人(卒業者の60.3%)
専修学校等入学者  4,020人(同 19.2%)
就職者            3,119人(同 14.9%)
となり、進学者の割合は前年度より0.2ポイント上昇し、全国値53.8%より6.5ポイント高くなっています。
(3)進学状況 

進学率を男女別にみると、

　   男子　57.8%(前年度比1.5ポイント増)、

女子　62.5%(同1.1ポイント減)となり、いずれも全国値より高くなっています。

 (4)就職状況(注2) 
　 就職者総数は3,122人(男子1,798人、女子1,324人)でした。

   産業別男女別にみて割合が高いのは、男子は「製造業」、女子は「卸売業、小売業」、「製造業」となっており、男女の就職先の特徴がみられます。

[図7・8・9、第10・11表]



 

 (1)学校数

学校数は9校(すべて公立)で、前年度と同数でした。
(2)本務教員数
本務教員数は888人でした。


(1)学校数
学校数は、公立2校、私立118校(前年度比2校増)の合計120校で、前年度より2校増加しました。

(2)本務教員数
本務教員数は1,860人でした。
(3)生徒数
生徒数は38,035人(男子18,872人、女子19,163人)で、前年度より1,110人増加(前年度比3.0%増)しました。
　　[付表1・2・13、第14表]

(1)学校数

学校数は29校(すべて私立)で、前年度より2校減少しました。

 (1)学校数

学校数は、私立7校で、前年度と同数でした。

(2)本務教員数

本務教員数は164人でした。

本務教員のうち、女子教員の占める比率は63.4%でした。
(3)学生数

学生数は2,826人(男子33人、女子2,793人)で、前年度より20人減少(前年度比0.7%減)しました。

関係学科別にみると、
家政       　1,375人(全学生数の48.7%)、
教育           746人(同26.4%)、
保健   　    　334人(同11.8%)、
人文科学　     308人(同10.9%)、
専攻科・別科等  63人(同  2.2%)
となりました。





(1)卒業者数
平成26年3月の短期大学卒業者は1,222人(男子25人、女子1,197人)でした。

(2)卒業者の状況 (注1) 
卒業者を状況別にみると、

進学者    　      95人(同7.8%)

就職者

正規の職員等   907人(卒業者の74.2%)
正規の職員等でない者

　　　　　　　　　48人(同3.9%)

一時的な仕事に就いた者

　　　　　　　　  37人(同3.0%)
専修学校等入学者   9人(同0.7%)

不詳・死亡 　　　　6人(同0.5%)

となりました。
全国値と比較すると、
名古屋市は「正規の職員等」が8.3ポイント高く、「正規の職員等でない者」の割合は全国値より5.4ポイント低くなっています。また、「進学者」の割合も全国値より2.7ポイント低くなっています。

　　　　 [付表16、図18、第22表]





(1)学校数

学校数は、国立2校、公立2校(前年度比1校減)、私立18校の合計22校で、前年度より1校減少しました。
(2)本務教員数

本務教員数は5,240人でした。

本務教員のうち、女子教員の占める比率は18.6%でした。

(3)学生数

学生数は98,803人で、前年度より2,695人増加(前年度比2.8%増)し、過去最大となりました。


学部・大学院別関係学科別にみると、
学部では、「社会科学」、「工学」、「人文科学」の順に割合が高く、



今年度の学生数の増加の内訳は、

学部　　2,903人増加(前年度比3.4%増)、

大学院　　208人減少(同1.9%減)
となっており、学部学生数は過去最高ですが、大学院学生数は過去最高となった平成22年から4年連続で減少しています。
また、男女別学生数をみると、

男子 　54,677人(55.3%)
女子 　44,126人(44.7%)
となっており、女子の比率が全国値より2.0ポイント高くなっています。

大学院では、「工学」、「保健」、「社会科学」の順に割合が高くなっています。

　　[付表1・2・17、図12、第16・20・21表]

(1)卒業者数
平成26年3月の大学学部卒業者は

17,789人、

大学院修士課程卒業者は

3,077人、

大学院博士課程卒業者は

709人でした。

(2)卒業者の状況 (注1)
卒業者を状況別にみると、いずれも「正規の職員等」の割合が最も高く、次に
学部では「進学者」(13.8%)、

修士課程では「進学者」(11.1%)、

博士課程では「正規の職員等でない者」(16.4%)の割合が高くなっています。
全国値と学部卒業生を比較すると、

名古屋市は「正規の職員等」が全国値より5.3ポイント、｢進学者｣が全国値より2.7ポイント高くなっています。

　 [付表18、図13、第23・24表]






学校数　　　　　－ 学校数は各種学校で過去最低を更新、学校総数も1減


在学者数　　　　－ 在学者数は小学校で過去最低、特別支援学校及び大学で過去最高を更新


幼稚園　　　　　－　園児数は2年連続減少


小学校　　　　　－　児童数は6年連続減少、不登校率は前年度より増加し、初の500人台に


中学校　　　　　－　生徒数は3年連続減少、不登校率は4年連続増加し過去最高を更新


中学校卒業後　　－　進学率は過去最高の98.1%


高等学校　　　　－　生徒数は3年連続増加


高等学校卒業後　－　進学率は前年度より0.2ポイント上昇


特別支援学校　　－　在学者数は10年連続増加


専修学校　　　　－　生徒数は5年連続増加


各種学校　　　　－　学校数、生徒数とも前年度より減少


短期大学        －　学生数は前年度より減少


短期大学卒業後　－ 「正規の職員等」の割合が全国値より8.3ポイント高い


大学　　　　　　－　学部学生数が過去最高、大学院学生数は4年連続減少


大学卒業後　　　－　学部卒業者の「正規の職員等」の割合が全国値より5.3ポイント高い














1　学校数 － 学校数は各種学校で過去最低を更新、学校総数も１減





※専修学校は、1975年(昭和50年)の学校教育法の改正により制度が規定され、以後、主に各種学校から、既定の規模を有し、認可を受けた学校が専修学校へ移行しました。





図1 各学校数の推移





2　在学者数 － 在学者数は小学校で過去最低、特別支援学校及び大学で過去最高を更新








図2 各学校の在学者数の推移





3　幼稚園　－　園児数は2年連続減少





(4)保育園児数


(学校基本調査対象外)


3～5歳児の推計人口に占める保育園児の割合は41.1%(前年度比0.7ポイント増)で、同幼稚園児の割合は53.5%(同1.1ポイント減)となりました。


[付表4]





4　小学校　－　児童数は6年連続減少、不登校率は前年度より増加し、初の500人台に








注）「その他」とは、保護者の教育に関する考え方、無理解・無関心などの家庭の事情、外国での長期滞在などをいう。





5　中学校　－　生徒数は3年連続減少、不登校率は4年連続増加し過去最高を更新








注）「その他」とは、保護者の教育に関する考え方、無理解・無関心などの家庭の事情、外国での長期滞在などをいう。





6　中学校卒業後　－　進学率は過去最高の98.1％


























図3 中学校卒業者の状況別割合の推移





図4 中学校卒業者の男女別進学率の推移





(注1)ここでいう「進学者」には就職進学者を含み、「就職者」には就職進学者を含まない。


　また、「専修学校等入学者」には就職者を含む。


(注2)ここでいう「就職者」には就職進学者及び専修学校等入学者のうち就職している者を含む。





注）「その他」とは、分類困難なもの、不明なものをいう。





図5 中学校卒業者の就職者の男女別産業別割合





注）「その他の者」とは、家事手伝いをする者や外国の学校へ進学する者、進路未定の者をいう。





7　高等学校　－　生徒数は3年連続増加








学科別にみると、


普通科   49,411人(全生徒数の72.4%)、


工業科    8,394人(同12.3%)、


商業科    7,050人(同10.3%)、


総合学科  1,758人 (同2.6%)、


家庭科      444人 (同0.7%)


となりました。


男女別に学科別生徒数を比較すると、男女ともに普通科の割合が最も高くなっていますが、他の学科では男子は工業科、女子は商業科の割合が高くなっています。


　　[付表1・2・10・11、図6、第7・9表]





(3)生徒数


生徒数は68,201人(男子32,781人、女子35,420人)で、前年度より1,180人増加(前年度比1.8%増)しました。


設置者別にみると、


国立      355人(全生徒数の0.5%)、


公立   33,262人(同48.8%)、


私立   34,584人(同50.7%)です。


本務教員1人当たり生徒数は17.0人�(前年度と同数)で、全国値は14.2人�となっています。





図6 高等学校の生徒の男女別学科別割合





図6  高等学校の生徒の男女別学科別割合





8　高等学校卒業後　－　進学率は前年度より0.2ポイント上昇


























図7 高等学校卒業者の状況別割合の推移





注）「その他の者」とは、家事手伝いをする者や外国の


学校へ進学する者、進路未定の者をいう。





図8 高等学校卒業者の男女別進学率の推移





(注1)ここでいう「進学者」には就職進学者を含み、「就職者」には就職進学者を含まない。


また、「専修学校等入学者」には就職者を含む。


(注2)ここでいう「就職者」には就職進学者及び専修学校等入学者のうち、就職している者を含む。





図9 高等学校卒業者の就職者の男女別産業別割合





(3)在学者数


在学者数は1,823人(男子1,132人、女子691人)で、前年度より76人増加(前年度比4.4%増)しました。


なお、高等部の在学者は8年連続増加しており、平成18年度(582人)より59.6%増加しています。


　　[付表1・2・12、第12・13表]





9　特別支援学校　－　在学者数は10年連続増加








10　専修学校　－　生徒数は5年連続増加








11　各種学校　－　学校数、生徒数とも前年度より減少








(2)生徒数


生徒数は8,635人(男子5,602人、女子3,033人)で、前年度より246人減少(前年度比2.8%減)しました。


[付表1・2、第15表]





(2)生徒数


生徒数は8,579人(男子5,510人、女子3,069人)で、前年度より591人減少(前年度比6.4%減)しました。





12　短期大学　－　学生数は前年度より減少








男女別に関係学科別学生数を比較すると、


男子は「家政」が81.8%、「教育」が9.1%となっており、女子は「家政」が48.3%、「教育」が26.6%、「保健」が12.0%、「人文科学」が11.0%となっています。


[付表1・2・14・15、図10、第16・19表]





図10 短期大学の学生の男女別関係学科別割合





13　短期大学卒業後　－「正規の職員等」の割合が全国値より8.3ポイント高い








図11 短期大学卒業者の状況別割合





(注1)ここでいう「進学者」には就職進学者を含み、「就職者」には就職進学者を含まない。


また、「正規の職員等でない者」とは、雇用契約が1年以上で期間の定めがある者で、かつ1週間の所定労働時間が40～30時間の者をいう。





(注)「その他の者」とは進学でも就職でもないことが明らかな者（進学・就職準備中の者、家事手伝いなど）である。








14　大学　－　学部学生数が過去最高、大学院学生数は4年連続減少





図12 大学の学部・大学院別学生の関係学科別割合





15　大学卒業後　－　学部卒業者の「正規の職員等」の割合が全国値より5.3ポイント高い





図13 大学卒業者の状況別割合





(注1)ここでいう「進学者」には就職進学者を含み、「正規の職員等」「正規の職員等でない者」には就職進学者を含まない。


また、「正規の職員等でない者」とは、雇用契約が1年以上で期間の定めがある者で、かつ1週間の所定労働時間が40～30時間の者をいう。





注）「その他の者」とは進学でも就職でもないことが明らかな者（進学・就職準備中の者、家事手伝いなど）であり、「学部」には「臨床研修医」を含む。











利 用 上 の 注 意











この調査結果は、文部科学省所管の平成２６年度学校基本調査（速報値）をもとに名古屋市分の結果についてまとめたものです。


ここで掲げた数値は名古屋市総務局企画部統計課で集計した値であり、後日文部科学省が公表する確定値とは異なる場合があります。








１　調査の範囲


 学校調査


幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学校、各種学校、短期大学


及び大学


 卒業後の状況調査


中学校、高等学校、短期大学及び大学の卒業者





２　調査の期日


平成２６年５月１日現在


ただし、「卒業後の状況調査」は、平成２５年度間卒業者について平成２６年５月１日現在





３　本文及び統計表中の記号の用法


｢0.0｣…計数が単位未満の場合


｢△｣…マイナス


｢―｣…計数がない場合


｢…｣…計数出現があり得ない場合又は調査対象とならなかった場合





４　数値については、単位未満を四捨五入したことにより総数（計）が内訳を合算した数と合わないことがあります。








※　特別支援学校の平成１８年度以前の数値については、盲学校、聾学校、養護学校の各項目の合計値です。


※　本市の数値は過去も含め全て速報値ですが、全国の数値は、２６年度は速報値、２５年度までは確報値となっています


※　数値は、文部科学省の公表値をもって確定値とします。
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